
※2018年(平成30年)および2019年(令和元年)にも法改正が行われ、障害者の法的雇用率の引き上げや、
　雇用義務がある事業所の対象範囲の拡大などの措置がとられています。

を策定しました。また、全ての県民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重しあい
ながら共存する社会の実現を目指して、2019年（令和元年）4月に「滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例」
を施行したほか、2021年（令和3年）3月には「滋賀県障害者プラン2021」を策定し、取組を進めています。

　なお、2013年（平成25年）6月の改正法においても、
その権利は保障されています。

※

これらの取組を経て、2014年（平成26年）には、障害者権利条約を批准しました。



※2021年（令和3年）6月の法改正により、民間事業者にも合理的配慮の提供が義務付けられました。
 （施行時期:改正法の公布から3年以内）

※
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　2006年（平成18年）4月からは、精神障害者も雇用率の
算定対象とすることになり、さらに、2018年（平成30年）
４月からは、法定雇用率の算定対象に加えることとされ、
2021年（令和3年）３月からは法定雇用率が2.3％に引き
上げられました。

■ 実雇用率と雇用されている障害者の数の推移
令和3年障害者雇用状況の集計結果（厚生労働省）
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注:法定雇用率は平成27年から平成29年までは2.0%、 平成30年から令和2年までは2.2%、令和3年は
    2.3%と なっている。
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同和問題(部落差別)とは、日本社会の歴史的過程において


